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第48期中間期のご報告
（平成29年 4 月 １ 日から平成29年 9 月30日まで）
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株主の皆さまにおかれましては、ますますご清
栄のこととお察し申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げま
す。

さて、平成29年９月30日をもちまして当社の第
48期上半期が終了いたしましたので、ここに事業
の概況と中間決算の状況につきましてご報告申し
上げます。

事業の概況（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、
政府の経済対策や日銀の量的・質的金融緩和を背
景に、景気全体としては横ばい傾向ながら企業収
益は引き続き緩やかな回復基調で推移いたしまし
た。一方で、米国の保護主義政策や中国経済の減
速傾向、アジア・中東情勢の地政学リスク等海外
経済の不確実性により、先行き不透明な状況が続

いております。
また、当社グループを取り巻く環境におきまし

ても、お客さまからのコスト削減要請等が続いて
いる状況にあることから、厳しい状況で推移いた
しました。

こうした状況のもと、当社グループは引き続き
「お客さま第一主義」に徹した経営姿勢を貫き、業
務品質の向上に取り組むとともに、お客さまのニー
ズに合った提案型営業を推進し、新規業務の受注
や既存先の仕様拡大等に注力してまいりました。

費用面におきましては、人材の確保・教育訓練
等の費用増加、新規事業所立ち上げに伴う先行費
用の影響等により利益面では厳しい状況で推移い
たしましたが、更なる原価管理の徹底ならびに販
売管理費の削減に努めてまいりました。

この結果、当中間連結会計期間におきましては、
売上高は27億3,602万円（前年同期比0.2％減）と
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なり、利益面につきましては、経常利益は1,776万
円（前年同期は470万円の経常損失）、親会社株主
に帰属する中間純利益につきましては、1,682万円

（前年同期は1,480万円の親会社株主に帰属する中
間純損失）となりました。

セグメント別の概況は次のとおりです。

■建物総合管理サービス事業

建物総合管理サービス事業につきましては、企
業間競争やお客さまからのコスト削減継続に加え、
従前より懸案となっております人材不足と高齢化
の問題が顕著に現われ、人材の確保におきまして
も厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のもと、主力業務である警備業
におきましては、既存先お客さまへの継続的な営
業推進により、既存先での臨時警備や複数の大型
イベント警備を受注するとともに、第１四半期に

受注した新規先が業績に寄与いたしました。工事
業におきましては、中央監視盤改修工事や消防設
備改修工事等の大型臨時案件を受注することがで
きましたが、企業間における価格競争により業務
の受注は伸び悩みました。

費用面におきましては、人材の確保・品質向上
に向けた教育訓練等の費用増等、厳しい状況で推
移いたしましたが、既存先への値上げ交渉や更な
る原価管理の徹底等コスト削減に努めてまいりま
した。

この結果、売上高は21億5,260万円（前年同期
比2.7％増）となり、セグメント利益は１億6,166
万円（前年同期比16.3％増）となりました。

■人材サービス事業

人材サービス事業につきましては、国内の経済
は企業収益および雇用情勢の改善により、企業の
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労働力確保に関する意識も高まり、有効求人倍率
は依然として高い水準で推移いたしました。

このような状況のもと、既存顧客からの一般事
務派遣やデータ入力業務、夏季イベント運営等の
増員要請対応に加え、多様化する雇用ニーズの増
加から医療事務派遣等、新規顧客開拓も積極的に
進めてまいりました。一方で人材の確保は困難を
極め、既存顧客からの臨時案件の未受注、官公庁
案件の不落札、更にはコールセンター派遣の縮小
等により、売上、利益とも厳しい状況で推移いた
しました。

この結果、売上高は５億3,731万円（前年同期比
10.1％減）となり、セグメント利益は1,004万円（前
年同期比49.4％減）となりました。

■介護サービス事業

介護サービス事業につきましては、増大する社
会保障費用に対する削減圧力が強まっており、法
改正による介護報酬の削減や競合の激化等、事業
を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いて
おります。

このような状況のもと、地域包括支援センター
および居宅介護支援事業所と良好な関係を維持し、
新規介護サービス利用者の獲得を進めてまいりま
した。これにより新規利用者数は、当初の目標を
上回る結果となりましたが、一方で既存利用者の

施設入所等によるサービス提供の終了も多く発生
いたしました。費用面では人材の確保による費用
の増加等により、売上、利益とも厳しい状況で推
移いたしました。

この結果、売上高は4,610万円（前年同期比2.2
％減）となり、セグメント損失は139万円（前年同
期は177万円のセグメント損失）となりました。

対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの
事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変
更および新たに生じた課題はありません。

なお、配当につきましては期初公表のとおり、
中間配当は実施いたしません。また、通期の配当
につきましては、当社グループを取り巻く環境は
依然として厳しく、日本経済も先行き不透明な状
況にあり、復配を目指して努力を重ねて参ります
が、現時点では未定とさせていただきます。

株主の皆さまには、なお一層のご支援、ご鞭撻
を賜りますようお願い申し上げます。

平成29年12月
代表取締役社長　金　井　宏　夫
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■中間連結貸借対照表� （単位：千円）

科　目 当中間連結会計期間
（平成29年9月30日現在） 科　目 当中間連結会計期間

（平成29年9月30日現在）

（資産の部）
流 動 資 産 1,909,682
現 金 及 び 預 金 1,222,358
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 637,526
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 9,658
前 払 費 用 11,538
繰 延 税 金 資 産 25,344
そ の 他 3,463
貸 倒 引 当 金 △208

固 定 資 産 1,132,241
有 形 固 定 資 産 500,045
建 物 及 び 構 築 物 90,229
土 地 364,693
そ の 他 45,123
無 形 固 定 資 産 130,689
借 地 権 47,121
ソ フ ト ウ ェ ア 76,443
電 話 加 入 権 7,123

投 資 そ の 他 の 資 産 501,507
投 資 有 価 証 券 196,814
長 期 貸 付 金 400
保 険 積 立 金 86,737
差 入 保 証 金 67,174
繰 延 税 金 資 産 147,309
そ の 他 3,071

（負債の部）
流 動 負 債 953,280
買 掛 金 72,172
短 期 借 入 金 64,898
1年内返済予定長期借入金 303,177
未 払 金 13,677
未 払 法 人 税 等 15,987
未 払 消 費 税 等 53,561
未 払 費 用 325,354
賞 与 引 当 金 59,569
そ の 他 44,882

固 定 負 債 828,890
長 期 借 入 金 255,409
退 職 給 付 に 係 る 負 債 497,674
長 期 未 払 金 70,945
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4,861

負 債 合 計 1,782,170
（純資産の部）
株 主 資 本 1,196,008
資 本 金 302,000
資 本 剰 余 金 250,237
利 益 剰 余 金 645,531
自 己 株 式 △1,760
その他の包括利益累計額 63,745
その他有価証券評価差額金 66,427
退職給付に係る調整累計額 △2,681

純 資 産 合 計 1,259,754
資 産 合 計 3,041,924 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,041,924

中間財務情報（連結）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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■中間連結損益計算書� （単位：千円） ■中間連結キャッシュ・フロー計算書�（単位：千円）

科　目
当中間連結会計期間
（平成29年4月 1 日から）平成29年9月30日まで

売 上 高 2,736,023

売 上 原 価 2,324,018

売 上 総 利 益 412,004

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 396,012

営 業 利 益 15,992

営 業 外 収 益 6,302

受 取 利 息 16

受 取 配 当 金 2,571

不 動 産 賃 貸 料 収 入 640

保 険 金 収 入 390

雑 収 入 2,684

営 業 外 費 用 4,527

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 3,278

雑 損 失 1,248

経 常 利 益 17,768

特 別 損 失 1,469

固 定 資 産 除 却 損 12

固 定 資 産 売 却 損 663

貸 倒 損 失 793

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 16,298

法人税、住民税及び事業税 5,523

法 人 税 等 調 整 額 △6,046

中 間 純 利 益 16,822

親会社株主に帰属する中間純利益 16,822

科　目
当中間連結会計期間

（平成29年4月 1 日から）平成29年9月30日まで

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △5,634

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 211,766

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △157,270

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の
増 減 額（ △ は 減 少 ） 48,861

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の
期 首 残 高 676,853

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の
中 間 期 末 残 高 725,715

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

010_0266501602912.indd   5 2017/11/20   18:07:35



6

■中間貸借対照表� （単位：千円）

科　目 当中間会計期間
（平成29年9月30日現在） 科　目 当中間会計期間

（平成29年9月30日現在）

（資産の部）
流 動 資 産 1,648,634
現 金 及 び 預 金 1,006,167
受 取 手 形 11,221
売 掛 金 582,751
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 8,474
前 払 費 用 11,538
繰 延 税 金 資 産 25,224
そ の 他 3,463
貸 倒 引 当 金 △208

固 定 資 産 1,122,602
有 形 固 定 資 産 478,509
建 物 84,321
構 築 物 111
機 械 装 置 0
工 具 器 具 備 品 40,375
土 地 353,701

無 形 固 定 資 産 129,893
借 地 権 47,121
ソ フ ト ウ ェ ア 76,443
電 話 加 入 権 6,328

投 資 そ の 他 の 資 産 514,198
投 資 有 価 証 券 186,775
関 係 会 社 株 式 35,610
差 入 保 証 金 66,347
保 険 積 立 金 76,737
繰 延 税 金 資 産 146,126
そ の 他 2,603

（負債の部）
流 動 負 債 914,145
買 掛 金 68,944
短 期 借 入 金 64,898
1年内返済予定長期借入金 303,177
未 払 金 13,677
未 払 法 人 税 等 15,883
未 払 消 費 税 等 47,119
未 払 費 用 299,218
預 り 金 11,907
賞 与 引 当 金 59,569
そ の 他 29,750

固 定 負 債 820,163
長 期 借 入 金 255,409
退 職 給 付 引 当 金 493,808
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 70,945

負 債 合 計 1,734,308
（純資産の部）
株 主 資 本 970,557
資 本 金 302,000
資 本 剰 余 金 250,237
資 本 準 備 金 242,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 8,237

利 益 剰 余 金 420,080
利 益 準 備 金 21,479
そ の 他 利 益 剰 余 金 398,601
別 途 積 立 金 395,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,601

自 己 株 式 △1,760
評 価・換算差額等 66,370
その他有価証券評価差額金 66,370

純 資 産 合 計 1,036,928
資 産 合 計 2,771,236 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,771,236

中間財務情報（個別）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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■中間損益計算書� （単位：千円）

科　目
当中間会計期間

（平成29年4月 1 日から）平成29年9月30日まで

売 上 高 2,558,504

売 上 原 価 2,183,312

売 上 総 利 益 375,192

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 366,331

営 業 利 益 8,861

営 業 外 収 益 6,212

受 取 利 息 7

受 取 配 当 金 2,546

不 動 産 賃 貸 料 収 入 640

保 険 金 収 入 390

雑 収 入 2,628

営 業 外 費 用 4,526

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 3,278

雑 損 失 1,248

経 常 利 益 10,547

特 別 損 失 663

固 定 資 産 売 却 損 663

税 引 前 中 間 純 利 益 9,884

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,425

法 人 税 等 調 整 額 △6,046

中 間 純 利 益 10,505
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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会社概要

■会社情報（平成29年9月30日現在）

■事業所・子会社一覧

■役員の状況（平成29年9月30日現在）
会 社 名 株式会社アール・エス・シー

設 立 1971年（昭和46年）9月10日

事 業 分 野 総合警備保障
ビルメンテナンス
人材サービス
介護サービス
一級建築設計事務所
建築一般
マンション管理
その他

資 本 金 3億200万円

本店・支店

本 店 東京都豊島区東池袋三丁目1番3号
サンシャインシティ

大 阪 支 店 大阪府大阪市中央区高麗橋四丁目3番7号
北ビル

名古屋支店 愛知県名古屋市中村区平池町四丁目60番12号
グローバルゲート

仙 台 支 店 宮城県仙台市青葉区一番町二丁目4番1号
仙台興和ビル

子会社

株式会社アール・エス・シー中部
　愛知県名古屋市西区那古野一丁目14番18号

取締役会長（代表取締役） 千 葉 春 彦
取締役社長（代表取締役） 金 井 宏 夫
取締役副社長 本 橋 　 正
常務取締役 山 崎 　 淳
常務取締役 太 田 和 孝
常務取締役 土 屋 利 秋
取締役 木 村 秀 幸
取締役（社外） 但 木 敬 一
常勤監査役 村 山 和 雄
監査役（社外） 入 沢 和 雄
監査役（社外） 柴 田 元 始
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株式の状況

■株価の推移　※株価は月末の終値を示しております。

■株式の状況（平成29年9月30日現在）

■大株主の状況（平成29年9月30日現在）

⑴	 発行可能株式総数	 10,560,000株
⑵	 発行済株式総数	 2,934,986株	（自己株式5,014株を除く）
⑶	 株主数	 1,162名

大株主（上位10名）
株　　主　　名 持　株　数 持	株	比	率

株 式 会 社 サ ン シ ャ イ ン シ テ ィ 723,000株 24.59％
三 菱 地 所 株 式 会 社 183,000株 6.22％
株 式 会 社 テ ー オ ー シ ー 180,000株 6.12％
株 式 会 社 東 宝 サ ー ビ ス セ ン タ ー 71,000株 2.41％
環 境 整 備 株 式 会 社 70,000株 2.38％
ア ー ル ・ エ ス ・ シ ー 協 力 会 社 持 株 会 66,300株 2.25％
ア ー ル ・ エ ス ・ シ ー 従 業 員 持 株 会 61,600株 2.09％
株 式 会 社 協 和 日 成 60,000株 2.04％
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 50,000株 1.70％
個 人 株 主 様 46,000株 1.56％

（注）持株比率は、自己株式（5,014株）を控除し、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株　主　メ　モ

http://www.trsc.co.jp/

■事業年度…………………………… 毎年４月１日～翌年３月31日
■定時株主総会開催時期…………… 毎年６月下旬
■同総会議決権行使株主確定日…… 毎年３月31日
■期末配当金受領株主確定日……… 毎年３月31日
■中間配当金受領株主確定日……… 毎年９月30日
■その他の基準日…………………… 上記の他必要ある場合は、取締役会の決議により予め公告して設定
■株主名簿管理人
（特別口座の口座管理機関）……… 三菱UFJ信託銀行株式会社

　　　　同連絡先…………………… 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町１－１
電話0120－232－711 （通話料無料）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

■公告掲載…………………………… 当社ホームページ
http://www.trsc.co.jp/main/kessan/index.html

（ただし、電子公告によることができない事故、その他やむを得な
い事由が生じた場合は、日本経済新聞に公告いたします。）

■上場取引所………………………… 東京証券取引所　JASDAQ市場
■証券コード………………………… 4664
■単元株式数………………………… 100株

（ご注意）
1.  株主さまの住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関

（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿
管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2.  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となってお
りますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。

 なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3.  未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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